
○石川委員長 それでは、定刻になりましたので、これより第16回の「障害者政策委員会」

を開催させていただきます。 

 委員の皆様におかれましては、お忙しい中、御出席いただきましてありがとうございま

す。 

 本日の会議は16時までを予定しております。 

 では、まず事務局から、委員の出欠状況について報告をお願いいたします。 

○加藤参事官 事務局でございます。 

 本日は、大濱委員、大原委員、門川委員、高橋委員、竹下委員、辻井委員が欠席との連

絡を受けております。代理出席の委員はおられません。 

 また、野澤委員が１時間ほど遅れるとの御連絡をいただいております。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、本日の議事に入りますが、その前にいつもお願いしておりますが、議事の進

め方について確認です。 

 発言の際は挙手をお願いします。委員長指名によって発言を始めてください。 

 御発言は、まず結論を述べ、次に理由、補足説明をしていただくのがわかりやすいかと

思います。できるだけゆっくり、わかりやすく、またマイクに近づいて御発言をいただき

たく思います。 

 それでは、よろしくお願いします。 

 本日は、障害者差別解消法に基づく基本方針の素案に関する意見交換を行います。 

 それでは、まず、会議の資料と流れについて事務局からお願いします。 

○加藤参事官 流れについて御説明いたします。 

 本日の会議は、障害者差別解消法に基づく基本方針の素案に関する意見交換といいます

か、きょう初めてでございますので、なるべく委員の皆様方から御意見を伺いたいと考え

ております。 

 資料といたしましては、お手元に資料１としまして「障害を理由とする差別の解消の推

進に関する基本方針（素案）」としたものが１つございます。 

 次に、具体的な進行についてでございますけれども、まず、事務局から基本方針の素案

につきまして15分程度御説明申し上げた後、50分程度の意見交換といいますか、先生方か

らの御意見を伺いたいと考えています。 

 その後、15分の休憩を挟んで、再度意見交換を60分程度行います。 

 なお、所要時間に関しましてはおおむねの目安でございます。切りのよいところで委員

長のほうに休憩をとっていただくということでお願いしたいと思っております。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、早速ですが、議事に入ります。 
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 まず、事務局より基本方針の素案について、御説明をいただきます。 

○加藤参事官 それでは、事務局のほうから、資料１に基づきまして御説明させていただ

きます。 

 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（素案）」についてでございま

す。御承知のように、昨年６月に障害を理由とする差別の解消に関する法律、通称、差別

解消法と呼んでおりますが、成立いたしまして、その第６条第１項の規定に基づきまして

基本方針を策定することになっております。 

 したがいまして、この基本方針というのは、差別解消法の趣旨、目的あるいは国会にお

けます法案審議、附帯決議を踏まえまして、その枠組みの中で政府が障害を理由とする差

別の解消に向けた施策を実施していく、あるいは取り組んでいくことに関する基本的な考

え方をお示しするものでございます。 

 全体はⅠ～Ｖまでの５つの部分からなっております。あとは逐次読み上げてさせていた

だこうと思っております。 

 最初のＩのところでございますが「障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に

関する基本的な方向」ということでございまして、総論のところでございます。 

 「１ 法制定の背景」。 

 近年、障害者の権利擁護に向けた取組が国際的に進展し、平成18年に国連において、障

害者の人権及び基本的自由の享有を確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進

するための包括的かつ総合的な国際条約である障害者の権利に関する条約が採択された。

我が国は、平成19年に権利条約に署名し、以来、国内法の整備を始めとする取組を進めて

きた。 

 権利条約は、合理的配慮の否定を含めた障害に基づく差別の禁止について、締約国に適

当な措置を求めている。我が国においては、平成23年に障害者基本法の改正が行われ、基

本原則として、同法第４条第１項に、「何人も、障害者に対して、障害を理由として、差

別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない」こと、また、同条第２項

に、「社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に

伴う負担が過重でないときは、それを怠ることによつて前項の規定に違反することとなら

ないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない」ことが規定

された。 

 法は、障害者基本法の同規定を具体化するものであり、全ての国民が、障害の有無によ

って分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現

に向け、障害者差別の解消を推進することを目的として、平成25年６月に制定された。我

が国は、本法の制定を含めた一連の障害者施策に係る取組の成果を踏まえ、平成26年１月

に権利条約を締結した。 

 「２ 基本的な考え方」。 

 「（１）法の考え方」。 
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 全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重

し合いながら共生する社会を実現するためには、日常生活や社会生活における障害者の活

動を制限し、社会への参加を制約している社会的障壁を取り除くことが重要である。この

ため、法は、後述する、障害者に対する不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供を差

別と規定し、行政機関等及び事業者に対し、差別の解消に向けた具体的取組を求めるとと

もに、普及啓発活動等を通じて、障害者も含めた国民一人ひとりが、それぞれの立場にお

いて自発的に取り組むことを促している。 

 特に、法に規定された合理的配慮に当たる行為は、既に社会の様々な場面において日常

的に実践されており、こうした取組を広く社会に示すことにより、国民一人ひとりの、障

害特性に関する正しい知識の取得や理解が深まり、障害者との建設的な相互対話が促進さ

れ、取組の裾野が一層広がることを期待するものである。 

 「（２）基本方針と対応要領・対応指針との関係」。 

 基本方針に即して、国の行政機関の長及び独立行政法人等においては、当該機関の職員

の取組に資するための対応要領を、主務大臣においては、事業者における取組に資するた

めの対応指針を作成することとされている。対応要領及び対応指針は、法に規定される不

当な差別的取扱い及び合理的配慮について、具体的事例も盛り込みながら分かりやすく示

し、職員に徹底するとともに、広く国民に周知するものとする。なお、地方公共団体及び

公営企業型以外の地方独立行政法人については、地方分権の観点から、対応要領の作成は

努力義務とされている。 

 「（３）条例との関係」。 

 地方公共団体においては、近年、法の制定に先駆けて、障害者差別の解消に向けた条例

の制定が進められるなど、各地で障害者差別の解消に係る気運の高まりが見られるところ

であり、法の施行後においても、地域の実情に即した既存の条例（いわゆる上乗せ・横出

し条例を含む。）については引き続き効力を有し、また、新たに制定することも制限され

ることはない。 

 Ⅱでございます。ここは行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消

するための措置に関する、行政機関等と事業者との共通する部分、共通的な事項をまとめ

ております。 

 「１ 法の対象範囲。」 

 「● 障害者」。 

 対象となる障害者は、障害者基本法第２条第１号に規定する障害者、即ち、「身体障害、

知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と称

する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に

相当な制限を受ける状態にあるもの」である。これは、障害者が日常生活又は社会生活に

おいて受ける制限は、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身

の機能の障害のみに起因するものではなく、社会における様々な障壁と相対することによ
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って生ずるものとのいわゆる「社会モデル」の考え方を踏まえている。したがって、法が

対象とする障害者は、いわゆる障害者手帳の所持者に限られない。なお、高次脳機能障害

は精神障害に含まれ、難病に起因する障害も心身の機能の障害に含まれる。 

 ２つ目の●でございますが「● 事業者」。 

 対象となる事業者は、商業その他の事業を行う者（地方公共団体の経営する企業及び公

営企業型地方独立行政法人を含み、国、独立行政法人等、地方公共団体及び公営企業型以

外の地方独立行政法人を除く。）であり、目的の営利・非営利、個人・法人の別を問わず、

同種の行為を反復継続する意思をもって行う者である。したがって、例えば、個人事業者

や対価を得ない無報酬の事業を行う者、非営利事業を行う社会福祉法人や特定非営利活動

法人も対象となる。 

 ３つ目の●でございますが「● 対象分野」。 

 法は、障害者の自立と社会参加に係る分野が広く対象となる。ただし、行政機関等及び

事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う障害を理由とする差別を解消するため

の措置については、障害者の雇用の促進等に関する法律の定めるところによる。 

 「２ 不当な差別的取扱い」。 

 「（１）不当な差別的取扱いの基本的な考え方」。 

 ●が２つありまして最初の●ですが、法は、障害者に対して、正当な理由なく、障害を

理由として、財・サービスの提供を拒否・制限する、障害のない者に対しては付さない条

件を付けるなど、障害者と障害のない者の間での異なる取扱いにより、障害者の権利利益

を侵害することを禁止している。なお、障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するた

めに必要な特別の措置は、不当な差別的取扱いではない。また、当該異なる取扱いが客観

的に見て正当な目的の下に行われたものであり、その目的に照らしてやむを得ないと言え

る場合は、不当な差別的取扱いとはならない。 

 ２つ目の●です。したがって、障害者を障害のない者と比べて優遇する取扱い（いわゆ

る積極的改善措置）、障害者に対する合理的配慮の提供による障害のない者との異なる取

扱いや、合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつつ障害者

に障害の状況等を確認することは、不当な差別的取扱いには当たらない。不当な差別的取

扱いとは、正当な理由なく、障害者を、障害のない者であって、問題となる事務・事業に

ついて本質的に関係する諸事情が同じ者より不利に扱うことである点に留意する必要があ

る。 

 「（２）正当な理由の判断の視点」。 

 正当な理由の有無については、行政機関等及び事業者において、個別の事案ごとに、障

害者、事業者、第三者の権利利益（例：安全の確保、財産の保全、事業の目的・内容・機

能の維持、損害発生の防止等）及び行政機関等の事務・事業の目的・内容・機能の維持等

の観点に鑑み、具体的場面や状況に応じて総合的に判断することが必要である。行政機関

等及び事業者は、正当な理由があると判断した場合には、障害者にその理由を説明するも
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のとする。 

 ４ページの「３ 合理的配慮」。 

 「（１）合理的配慮の基本的な考え方」。 

 最初の●です。法は、権利条約の趣旨を踏まえ、いわゆる「社会モデル」の考え方に基

づき、行政機関等及び事業者に対し、その事務又は事業を行うに当たり、個々の場面にお

いて、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合に

おいて、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとな

らないよう社会的障壁の除去の実施について、必要かつ合理的な配慮（以下「合理的配慮」

という。）を行うよう求めている。 

 ２つ目の●です。合理的配慮の具体的内容は、障害の特性、事務・事業の目的・内容・

機能、人的・体制上の制約、物理的・技術的制約、地域性、事務・事業規模から見た費用・

負担の程度、財政・財務状況等、また、具体的場面や状況に応じて異なるものであり、さ

らに、各種技術の開発や普及状況に応じて変わりうるものである。 

 典型例としては、ポツが３つありますけれども、最初のポツは、車椅子利用者のために

段差に板を渡す、高い所に陳列された商品を取って渡すなどの物理的環境への配慮。 

 ２つ目のポツですが、筆談や読み上げによるコミュニケーション、分かりやすい表現を

使って説明をするなどの意思疎通の工夫。 

 ３つ目が、障害の特性に応じた休憩時間の調整などのルール・慣行の柔軟な変更などが

挙げられる。なお、今後、合理的配慮の好事例、好事例と書いていますが具体的な事例を

蓄積し、広く国民に提供するものとする。 

 ３つ目の●ですが、合理的配慮は、社会的障壁の除去を必要としている障害者が現に存

在する場合の個別の対応であり、障害者から意思の表明がある場合に、双方の建設的対話

を通じた相互理解の中で提供されるべきものであり、代替措置の選択も含め、可能な範囲

で柔軟に対応することが望ましい。合理的配慮の提供に当たっては、障害者の性別、年齢、

状態等に配慮するものとする。 

 ４つ目の●ですが、意思の表明に当たっては、具体的場面において、社会的障壁の除去

に関する配慮を必要としている状況にあることを言語（手話を含む。）のほか、筆談、実

物の提示や身振りサイン等による合図、触覚による意思伝達など、障害者が他人とコミュ

ニケーションを図る際に必要な手段により伝えられる。また、障害者からの意思表明のみ

でなく、知的障害や精神障害（発達障害を含む。）等により本人の意思表明が困難な場合

には、障害者の家族、介助者等、コミュニケーションを支援する者が本人を補佐して行う

意思の表明も含む。また、意思の表明がない場合であっても、障害者に対して適切と思わ

れる配慮を提案するなど、自主的な配慮に努めることは、法の定める合理的配慮には当た

らないが、法の趣旨に鑑みれば望ましい。 

 ５つ目の●ですが、合理的配慮は、行政機関等及び事業者の事務・事業の目的・内容・

機能に照らし、必要とされる範囲で本来の業務に付随するものに限られること、障害のな
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い者との比較において同等の機会の提供を受けるためのものであること、事務・事業の目

的・内容・機能の本質的な変更には及ばないことに留意する必要がある。また、当該配慮

を必要とする障害者が多数見込まれる場合、障害者との関係性が長期にわたる場合等には、

その都度の合理的配慮の提供ではなく、次に述べる環境の整備を考慮に入れることにより、

中・長期的なコストの削減・効率化につながる点は重要である。 

 ６つ目の●です。合理的配慮は、障害者等の利用を想定して事前に行われる建築物のバ

リアフリー化や情報アクセシビリティの向上等の環境の整備（「Ｖ」において後述）を基

礎として、個々の障害者に対して、その状況に応じて個別に実施される措置である。した

がって、各場面における環境の整備の状況により、実施される合理的配慮の内容は異なる

こととなる。 

 「（２）過重な負担の基本的な考え方」。 

 過重な負担については、行政機関等及び事業者において、個別の事案ごとに、以下の要

素等を考慮し、具体的場面や状況に応じて総合的に判断することが必要である。行政機関

等及び事業者は、過重な負担に当たると判断した場合は、障害者にその理由を説明するも

のとする。 

 ○が５つ並んでいまして、最初の○は、事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・

内容・機能を損なうか否か）。 

 ２つ目が実現困難度（人的・体制上の制約、物理的・技術的制約、地域性）。 

 ３つ目の○が費用・負担の程度。 

 ４つ目が事務・事業規模。 

 ５つ目が財政・財務状況。 

 「Ⅲ 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本

的な事項」。 

 「１ 基本的な考え方」。 

 行政機関等においては、その事務・事業の公共性に鑑み、障害者差別の解消に率先して

取り組む主体として、不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の提供が法的義務とされ

ており、国の行政機関の長及び独立行政法人等は、当該機関の職員による取組を確実なも

のとするため、対応要領を定めることとされている。行政機関等における差別禁止を確実

なものとするためには、差別禁止に係る具体的取組と合わせて、相談窓口の明確化、職員

の研修・啓発の機会の確保等を徹底することが重要であり、対応要領においてこの旨を明

記するものとする。 

 また、合理的配慮について、行政機関等が講ずべき措置の内容、程度、留意すべき事項

等は、障害の特性、事務・事業の目的・内容・機能、人的・体制上の制約、物理的・技術

的制約、地域性、費用・負担の程度、事務・事業規模、財政状況等、また、具体的場面や

状況に応じて異なり、さらに、各種技術の開発や普及状況に応じて変わりうるものであり、

行政機関等の実情に応じた実効性ある取組を進める必要がある。 
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 「２ 対応要領について」。 

 「（１）対応要領の位置付け及び作成手続」。 

 対応要領は、行政機関等が事務又は事業を行うに当たり、職員が遵守すべき服務規律の

一環として定められる必要があり、国の行政機関であれば、各機関の長が定める訓令等が、

また、独立行政法人等については、内部規則の様式に従って定められることが考えられる。 

 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、対応要領の作成に当たり、障害者その他の関

係者を構成員に含む会議の開催、障害者団体等からのヒアリングなど、障害者その他の関

係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、作成後は、対応要領を公表

しなければならない。 

 「（２） 対応要領の記載事項について」。 

 対応要領の記載事項としては以下のものが考えられるということで①～⑤まで挙げてお

ります。 

 ①趣旨。 

 ②障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の提供に関する基本的な考え方。 

 ③障害を理由とする不当な差別的取扱いの事例及び合理的配慮の提供の好事例。ここも

好事例とありますけれども、具体的な事例ということでよろしいかと思います。 

 ④相談体制の整備。 

 ⑤職員への研修・啓発。 

 「３ 地方公共団体等における対応要領に関する事項」。 

 地方公共団体等における対応要領の作成については、地方分権の趣旨に鑑み、法律上は

努力義務とされている。地方公共団体等において対応要領を作成する場合には、この上の

ところでございますけれども、２の（１）（２）に準じて行われることが望ましい。国は、

地方公共団体等における対応要領の作成に関し、適時に資料・情報の提供、技術的助言な

ど、所要の支援措置を講ずるものとする。 

 「Ⅳ 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な

事項」。 

 「１ 基本的な考え方」。 

 事業者については、不当な差別的取扱いの禁止が法的義務とされる一方で、事業におけ

る障害者との関係が分野・業種・場面・状況によって様々であり、求められる配慮の内容・

程度も多種多様であることから、合理的配慮の提供については、努力義務とされている。

このため、事業者に対しては、各主務大臣が所掌する分野における対応指針を作成し、自

発的な取組を求めることとされている。各事業者における取組については、差別禁止に係

る具体的取組はもとより、相談窓口の整備、事業者の研修・啓発の機会の確保等も重要で

あり、対応指針の作成に当たっては、この旨を明記するものとする。 

 合理的配慮について、事業者が講ずる措置の内容、程度、留意すべき事項等は、障害の

特性、事業の目的・内容・機能、事業者と障害者との関係性（長期にわたり密接な関係を
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持つ分野もあれば、その都度の契約関係を基本とするものもある）、人的・体制上の制約、

物理的・技術的制約、地域性、費用・負担の程度、事業規模、財務状況等、また、具体的

場面や状況に応じて異なり、さらに、各種技術の開発や普及状況に応じて変わりうるもの

である。このため、事業者は、主務大臣が作成する対応指針を参考として、取組を主体的

に進めることが期待されるとともに、主務大臣においては、所掌する分野の特性を踏まえ

たきめ細かな対応を行うものとする。 

 「２ 対応指針」。 

 「（１）対応指針の位置付け及び作成手続」。 

 主務大臣は、個別の場面における事業者の適切な対応・判断に資するための対応指針を

作成しなければならない。作成に当たっては、障害者や事業者等を構成員に含む会議の開

催、障害者団体や事業者団体等からのヒアリングなど、障害者その他の関係者の意見を反

映させるために必要な措置を講ずるとともに、作成後は、対応指針を公表しなければなら

ない。 

 なお、対応指針は、事業者の適切な判断に資するために作成されるものであり、盛り込

まれる合理的配慮の好事例とありますが、ここも具体的事例ということで、事業者に強制

する性格のものではなく、また、それだけに限られるものではない。事業者においては、

対応指針を踏まえ、具体的場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待される。 

 「（２）対応指針の記載事項について」。 

 対応指針の記載事項としては以下のものが考えられる。①～⑥までです。 

 ①趣旨。 

 ②障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の提供に関する基本的な考え方。 

 ③障害を理由とする不当な差別的取扱いの事例及び合理的配慮の提供の、ここも事例と

いうこと。 

 ④事業者における相談体制の整備。 

 ⑤事業者における研修・啓発。 

 ⑥国の行政機関（主務大臣）における相談窓口。 

 「３ 主務大臣による行政措置」。 

 事業者における障害者差別解消に向けた取組は、主務大臣の定める対応指針を参考にし

て、各事業者により自主的に取組が行われることが期待される。しかしながら、事業者に

よる自主的な取組のみによっては、その適切な履行が確保されず、例えば、事業者が法に

反した取扱いを繰り返し、自主的な改善を期待することが困難である場合など、主務大臣

は、特に必要があると認められるときは、事業者に対し、報告を求め、又は助言、指導若

しくは勧告をすることができることとされている。 

 こうした行政措置に至る事案を未然に防止するため、主務大臣は事業者に対して、対応

指針に係る十分な情報提供を行うとともに、事業者からの照会・相談に丁寧に対応するな

どの取組を積極的に行うものとする。また、主務大臣による行政措置に当たっては、事業
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者における自主的な取組を尊重する法の趣旨に沿って、まず、報告徴収、助言、指導によ

り改善を促すことを基本とする必要がある。主務大臣が事業者に対して行った助言、指導

及び勧告については、取りまとめて、毎年国会に報告するものとする。 

 「Ⅴ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項」。 

 「１ 環境の整備」。 

 法は、不特定多数の障害者を主な対象として行われる事前的改善措置（いわゆるバリア

フリー法に基づく公共施設や交通機関におけるバリアフリー化、障害者による円滑な情報

の取得・利用、意思表示やコミュニケーションを支援するための情報アクセシビリティの

向上等）については、個別の場面において、個々の障害者に対して行われる合理的配慮を

的確に行うための環境の整備に努めるものとしている。新しい技術開発が環境の整備に係

る投資負担の軽減をもたらすこともあることから、技術進歩の動向を踏まえた取組が期待

される。また、環境の整備には、ハード面のみならず、職員に対する研修等のソフト面の

対応も含まれることが重要である。 

 障害者差別の解消のための取組は、このような環境の整備を行うための施策と連携しな

がら進められることが重要であり、ハード面でのバリアフリー化施策、情報アクセシビリ

ティ向上のための施策、職員に対する研修等、環境の整備の施策を着実に進めることが必

要である。 

 「２ 相談及び紛争の防止等のための体制の整備」。 

 障害者差別の解消を効果的に推進するには、障害者及びその家族その他の関係者からの

相談に的確に応じることが必要であり、相談に対応する際には、障害者の性別、年齢、状

態等に配慮することが重要である。法は、新たな機関は設置せず、既存の機関等の活用・

充実を図ることとしており、相談及び紛争防止等のための体制整備に当たっては、国及び

地方公共団体においては、相談窓口を明確にするとともに、必要に応じて相談や紛争解決

に対応する職員の確保・充実を図るものとする。内閣府においては、相談窓口等に関する

情報について収集・整理し、ホームページへの掲載等により情報提供を行うものとする。 

 「３ 啓発活動」。 

 障害者差別については、国民一人ひとりの障害に対する知識・理解の不足、障害者に対

する意識の偏りに起因する面が大きいと考えられる。差別のない社会を実現するための妨

げとなるこれらの要因を解消するためには、国民各層の障害に対する理解・関心を深める

ことが不可欠であり、各種啓発活動に積極的に取り組むものとする。 

 「（１）行政機関等における職員に対する研修」。 

 行政機関等においては、所属する職員一人ひとりが障害者に対して適切に対応し、また、

障害者及びその家族その他の関係者からの相談等に的確に対応するため、法の趣旨の周知

徹底、障害者から話を聞く機会を設けるなどの各種研修等を実施することにより、職員の

障害に対する理解の促進を図るものとする。 

 「（２）事業者における研修」。 
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 事業者においては、障害者に対して適切に対応し、また、障害者及びその家族その他の

関係者からの相談等に的確に対応するため、研修等を通じて、法の趣旨の普及を図るとと

もに、障害に対する理解の促進に努めるものとする。 

 「（３）地域住民等に対する啓発活動」。 

 内閣府を中心に、関係省庁、地方公共団体、事業者、障害者団体、マスメディア等の多

様な主体との連携により、インターネットを活用した情報提供、ポスターの掲示、パンフ

レットの作成・配布、法の説明会やシンポジウム等の開催など、多様な媒体を用いた周知

啓発活動に積極的に取り組み、国民の障害に対する理解の促進を図る。また、国は、グル

ープホーム等を含む、障害者関連施設の認可等に際して、周辺住民の同意を求める必要が

ないことを十分に周知するとともに、地方公共団体においては、当該認可等に際して、周

辺住民の同意を求める必要がないことに留意しつつ、住民の理解を得るために積極的な啓

発活動を行うことが望ましい。さらに、家庭や学校を始めとする社会のあらゆる場におけ

る機会を活用し、子供の頃から障害に対する知識・理解を深め、障害の有無にかかわらず

共に助け合う精神を涵養する。 

 「４ 障害者差別解消支援地域協議会」。 

 「（１）趣旨」。 

 障害者差別の解消を効果的に推進するには、障害者にとって身近な地域において、主体

的な取組がなされることが重要である。地域において日常生活、社会生活を営む障害者の

活動は広範多岐にわたり、相談等を行うに当たっては、どの機関がどのような権限を有し

ているかは必ずしも明らかではない場合もあり、また、相談等を受ける機関においても、

相談内容によっては当該機関だけでは対応できない可能性がある。このため、地域におけ

る様々な関係機関が、相談事例等に係る情報の共有・協議を通じて、各自の役割に応じた

事案解決のための取組や類似事案の発生防止の取組など、地域の実情に応じた差別の解消

のための取組を主体的に行うネットワークとして、障害者差別解消支援地域協議会（以下

「協議会」という。）を組織することができることとされている。内閣府においては、法

施行後における協議会の設置状況等について公表するものとする。 

 「（２）期待される役割」。 

 協議会に期待される役割としては、関係機関から提供された相談事例等について、適切

な相談窓口を有する機関の紹介、具体的事案の対応例の共有・協議、協議会の構成機関等

における調停、斡旋等の様々な取組による紛争解決、複数の機関で紛争解決等に対応する

ことへの後押し等が考えられる。また、関係機関において紛争解決に至った事例、合理的

配慮の提供に係る、ここも具体的事例、相談事案から合理的な配慮に関する環境の整備を

行うに至った事例などの共有・分析を通じて、構成機関等における業務改善、事案の発生

防止のための取組、周知・啓発活動に係る協議等を行うことが期待される。 

 「５ 差別の解消に係る施策の推進に関する重要事項」。 

 「（１）情報の収集、整理及び提供について」。 
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 本法を効果的に運用していくため、内閣府においては、行政機関等の協力を得ながら、

個人情報の保護等に配慮しつつ、国内における具体的事例や裁判例等を収集・整理する。

あわせて、海外の法制度や差別解消のための取組に係る調査研究等を通じ、権利条約に基

づき設置された、障害者の権利に関する委員会を始めとする国際的な動向や情報の集積を

図るものとする。これらの成果については、障害者白書や内閣府ホームページ等を通じて、

広く国民に提供する。 

 「（２）基本方針、対応要領、対応指針の見直し」。 

 技術開発を始めとする経済社会情勢の変化は、特に、合理的配慮の提供について、その

内容、程度、負担等に大きな変化をもたらし得るものであり、法の施行後においては、こ

うした動向や障害者差別に関する具体的事例、合理的配慮の好事例の集積等を踏まえると

ともに、国際的な動向も勘案しつつ、必要に応じて、基本方針、対応要領及び対応指針を

見直し、適時、充実を図るものとする。 

 基本方針の見直しに当たっては、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させ

るために必要な措置を講ずるとともに、障害者政策委員会の意見を聴くものとする。対応

要領、対応指針の見直しに当たっても、障害者その他の関係者の意見を反映させるために

必要な措置を講ずるものとする。 

 以上でございます。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの事務局からの基本方針（素案）の説明を受けまして、委員会とし

て議論していきたいと思います。 

 御意見、御質問を受けたいと思います。 

 まず私、正面向かって右側、大河内委員の側と真ん中の川﨑委員、柘植委員がいらっし

ゃる島と呼ばせていただいてもいいでしょうか。ここで御意見、御質問のある委員は挙手

をお願いいたします。ありがとうございました。 

 それでは、順に御指名いたします。 

 大河内委員、お願いします。 

○大河内委員 大河内です。 

 御説明ありがとうございました。ページ数がわからなくて恐縮なのですけれども、障害

者の年齢、性別というところがありました。ごめんなさい、そこではないですね。 

 済みません、後にしていただいても可能でしょうか。見つけてからもう一度発言させて

いただきます。申しわけございません。 

○石川委員長 ありがとうございます。了解です。 

 それでは、川﨑委員、お願いします。 

○川﨑委員 初めに、今、読まれた全体の中からでよろしいのですね。区切ってはおらな

い。わかりました。 

 家族会の川﨑です。 
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 私のほうからは、合理的配慮について、２つほど意見をさせていただきます。 

 １つは、この会の前回、前々回で事業所等からのヒアリングがありましたけれども、そ

の中で合理的配慮というのがどうしても環境整備とハード面が強かったように私は感じま

した。実は、精神障害者、知的障害者など、見えない障害に対する配慮といたしまして、

やはり障害をしっかりと理解することとか、それに対する対応の仕方とか、ソフト面に対

する合理的配慮がもう少し位置づけられたらいいかなというのが１つ。 

 もう一つ、事業所、これは６ページのIV、基本的な考え方の中に、事業所については合

理的配慮の提供が努力義務とされているのですけれども、実は今回、障害者雇用促進法が

改正されまして、障害者雇用促進法におきましては、事業所等におきましてもこれは義務

とされております。そういう点を踏まえまして、やはり今回の法におきましても、これは

義務化されるべきではないかというのが意見でございます。 

 以上、２点です。 

○石川委員長 ありがとうございます。 

 繰り返し申し上げておりますけれども、法に基づいて私たちは基本方針（素案）に対し

て意見を申し上げる立場なので、法そのものの見直しについて、今はそのときではないと

いうことを御理解いただきたいと思います。１点目については後で事務局のほうから回答

いただくことができると思います。 

 では、柘植委員、お願いします。 

○柘植委員 筑波大学の柘植です。 

 ３点あります。 

 ２ページ目の一番上の段落、３行目「特に、法に規定された合理的配慮に当たる行為は、

既に社会の様々な場面において日常的に実践されており」云々というところです。教育の

領域では、一部の担当の者から、新たな概念で、これはゼロから始めるのかと勘違いをさ

れている方もいて、そうではなくて、既に日常的にやっているものもあるのですよという

話をすることもあるのですが、この文章ですと、既に社会のさまざまな場面において日常

的に実践されているということで、それを社会に示すのだということで、もはやもうオッ

ケーなのだというように読み取りがあるのですけれども、もちろん、既に好事例としてい

ろんなところで実践されてうまくいっているものもあるのだけれども、そこまでいってい

ない、あるいは全くそうではないというものもあるとすれば、もうちょっとここの記述が

事実に即した記述で、しかも合理的配慮というものがここで最初に出てくるのかな。こう

いう新たな共通言語というものが登場したことによって縦割りの弊害をなくしたり、サー

ビスを提供する側と受ける側の言った、言わないというものを配慮したりということで、

これまでの配慮をより適切に、より高品質に提供するとてもいい概念が来たのだというよ

うな書きぶりがあったほうがいいのかなと思いました。 

 ２点目です。４ページ、意思の表明です。 

 １回目の会議のときに発言したかと思いますけれども、そこにあるとおり、表現的には
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これでよろしいかと思います。知的障害だとか発達障害だとか、あるいは子供であったり

して、自分の意思表明が十分できない方には、周りの人が察してあげて、こんな感じでど

うかということを提供する。特に教育の分野では非常に重要なことかなと思います。 

 ただし、だから全部やってあげるよではなくて、子供であっても、知的障害があっても、

発達障害があっても、教育の中でこれからの時代、そのような意思の表明についてのこと

を学んだり、そういうスキルを学んで、できる範囲で証明していくというような教育がこ

れまで以上、障害児教育の中で行われることが必要ではないかなと思いました。この記述

だと、何か大丈夫だよ、やってあげるよという雰囲気しか読み取れないような気がしたも

のですから。 

 最後、６ページ、努力義務でございます。 

 これも第１回目だったでしょうか、発言したことなのですけれども、教育特有の問題だ

とは思いますけれども、公立学校と私立の学校と国立大付属の学校の３種類が混ざって学

校というものがあります。国立大付属と公立は義務なのですが、私立学校が努力義務とい

うことになってしまって、先ほどの川﨑委員の発言とも関係するのですが、対応指針を説

明してということで、これでうまい具合にいくのでしょうけれども、指針を作成して、そ

の進捗状況を確認して、うまくいかなければ相談するとか、支援をもらうとかというよう

なつくりといいますか、努力義務とされているからだけではなくて、もう少しそれを努力

義務なのだけれども、学ぶ場所で障害のある子供たちが差ができないように支援してあげ

るようなことも大事だみたいなものは書き込むことができるのかどうかということです。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。とてもよい意見を出していただいたので、さら

にできればということでお願いなのですけれども、実際にこういう表現、こういうふうに

書くといいのではないかという具体的な文言を柘植先生にこの後に出していただくという

ことはできないでしょうか。明後日ぐらいまでに。 

 これは後で申し上げようと思っていたのですけれども、もう素案の書きぶりを調整とい

うか仕上げていく段階なので、また事務局が悩むことになりますので、やはりここはぜひ

柘植先生にお願いしたい。よろしいですか。 

○柘植委員 はい。 

○石川委員長 ありがとうございます。 

 それでは、阿部委員、お願いします。 

○阿部委員 阿部です。 

 ２つの点について確認ということです。 

 １つは、３ページ目の事業者、対象分野とありまして、その対象分野のところですけれ

ども、ここのただし書きのところで、行政機関及び事業者が事業主としての立場で労働者

に対して行う障害を理由とする差別を解消するための措置については障害者の雇用の促進

等に関する法律の定めるところによると記しています。そういたしますと、行政機関がか
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かわるところでの分野について、すなわち公務員の場合にはどういうことになるのかとい

うことを教えてほしいのです。行政機関で働く人、また行政機関が事業所になっている労

働の場とかということなのか、その辺のところを確認したいと思いました。 

 ２点目なのですけれども、それは４ページですけれども、●の２番目に、合理的配慮の

具体的内容となっていまして、小さい丸がありまして「車椅子利用者のために段差に板を

渡す、高い所に陳列された商品を取って渡すなどの物理的環境への配慮」とあります。な

るほどなと思う一方、これは段差に板を渡すという表現があります。スロープをつくると

いうのも合理的配慮だと思っていたのですけれども、ここで板を渡すと例示することによ

って何となく板を渡すだけが合理的配慮ととられてしまうように思いましたので、そうい

う誤解が生じないようにすべきではないかと思いました。 

 段差に板を渡すことももちろん合理的配慮だと思いますけれども、この対応としては、

緩やかなスロープをつくるということもあるのではないか、その表現についてで、２点に

ついて確認です。お願いします。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、清原委員、お願いします。 

○清原委員 ありがとうございます。全国市長会、三鷹市長の清原です。 

 市の立場から、基本方針（素案）について６点、コメントと質問をさせていただきます。 

 １点目、２ページ目でございますが、（３）に「条例との関係」とあります。このとこ

ろは、地方公共団体において既存の条例が法施行後においても引き続き効力を有すること、

しかし、新たに制定することについても制限することはないこと、それぞれを明記してい

るということは大変現実的で重要だと思いますので、この案のように、既存の条例、また、

業界用語だと思いますけれども、「（いわゆる上乗せ・横出し条例を含む。）」、これは

この表現で私は通じるのですけれども、大丈夫かどうかを気にしてもいます。しかし、既

存の条例を尊重するということと、新たに制定することも進めるということは重要と思い

ます。 

 ２点目でございますが、これはその上の（２）の「基本方針と対応要領・対応指針との

関係」及び６ページに飛びますが、３として「地方公共団体等における対応要領に関する

事項」に関して申し上げます。確かに法律では、地方公共団体における対応要領の作成は

努力義務とされています。しかしながら、三鷹市を含め多くの自治体としても、努力義務

とはなっていますが、やはり国の対応要領の内容を注目して、できる限り自治体において

もこのような対応要領をつくる方向で検討を始めています。 

 そこで質問ですが、国としてはこの方針、今、議論しておりますが、これによる対応要

領の策定時期について、おおむねいつごろを想定されているかをお知らせいただければと

思います。 

 ３点目、また戻っていただきまして２ページ目の「法の対象範囲」について申し上げま

す。 
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 法の対象範囲につきましては、「障害者を障害者手帳の所持に限らないこと」とされて

います。また「発達障害や高次脳機能障害、また難病に起因する障害を含む」ことを明記

しています。このことは、障害者総合支援法の考え方と整合したものでありますし、実際

に自治体の現場で障害者の皆様に対応する際には、これはもう当然のことでございますの

で、これが明記されているということは、改めて適切なことだと思います。 

 ４点目でございます。４ページに「合理的配慮の基本的な考え方」の●の最後に、「合

理的配慮の好事例を蓄積して広く国民に提供するもの」とするとあります。加藤参事官は、

「好事例」とありますが「具体的事例」と先ほど言いかえられました。これは、大変よい

方向での言いかえではないかと思います。 

 すなわち、先ほど来、柘植委員もおっしゃいましたように、私たちが今まで当然と思っ

てしてきたことも、やはり必要なものとして今後も継続することが望まれますし、また改

めて幾つかの自治体等で取り組んでいることがもっと流布されて、ほかの地域や事業所の

参考になるということもありますので、「具体的事例」と表現していただいたのは、好事

例だけではなくて、これまではこういう事例があったけれども、改善が見込まれている事

例とか、あるいは失敗例もひょっとしたら役に立つかもしれません。ですから、具体的事

例が蓄積される仕組みが大事です。ただ、どのようにして具体的事例のデータベースをつ

くるか。内閣府のホームページ等でそうした具体的事例が蓄積されるのか、あるいは各地

域にそれぞれ取り組んでいらっしゃるNPO法人などがあって、そうしたところが取り組んで

いただけるかもしれませんし、そういう意味では、この具体的事例の蓄積と提供の方法が

この方針に基づいて柔軟に展開されることを望んでいます。 

 ５点目ですが、８ページ目、「相談及び紛争の防止等のための体制の整備」というのが

書かれています。障害者差別の解消を効果的に推進するために、障害者等の相談に的確に

応じるための体制というのについて、このように書かれています。すなわち、法は新たな

機関を設置せず、既存の機関等の活用充実を図ることにしています。ですから、一律に必

ずしも新たな体制を求めるものではないということが慎重に書かれています。これは自治

体によっては、やはり何か全て新しい法に基づいて新たな体制をつくらなければならない

のではないかと、無用な負担感を感じているケースが少なからずあります。そうではなく

て、この法の趣旨を改めて踏まえて、今まである相談の機関を充実していくということ、

あるいは今までの体制で対応できるということもございますので、現実的な対応について

の記述として重要かと思います。 

 具体的な対応を考えますとここでお願いでございますが、私は都道府県における体制整

備というのも極めて重要だと思います。地方公共団体という表現ですと、広域自治体であ

る都道府県と基礎自治体である市町村が両方含まれるのですが、やはり小規模の市町村に

限らず、それなりの規模の市町村であっても、やはり都道府県との適切な役割分担、機能

分担がなされることは大いに期待できるところでございまして、都道府県における体制整

備も含むものだと受けとめさせていただきました。 
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 最後に、これは事業者の方に向けて書かれた部分ですので市の立場が申し上げるのも僭

越ですが、７ページに「事業者に対しての対応指針」についての記述があります。自治体

におきましても、これまで例示されているようなバリアフリー化や情報アクセシビリティ

の向上をはじめとして、さまざまな施策や事業に取り組んできましたが、その事柄と障害

者の差別解消の条件整備あるいは合理的配慮というのは密接に関係があります。そこで、

事業所の皆様でもバリアフリー化や情報アクセシビリティについて御努力いただいてきた

事例というのが当然ございます。 

 したがって、「対応の指針」に盛り込まれる内容については、社会のあらゆる分野から

多くの事例を蓄積することが大切であり、自治体と同様に、これまでの取り組みも含めま

して、ぜひこの「対応指針」については深めていくことが重要かと思います。 

 特に、窓口業務での対応など、自治体と共通する取り組みもありますので、障害当事者

や支援機関等の御意見をお聞きしながら検討を進めるということについては、自治体と事

業者の皆様のお取り組みの連携も考えられると思いますし、そのような方向性がさらに確

認できればありがたいと思います。 

 以上、５つのコメントと１点質問をさせていただきました。よろしくお願いします。 

○石川委員長 ありがとうございます。 

 市長会を代表されています清原委員にぜひお伺いしたいのですが、１点目についてなの

ですけれども、新しい条例についてはそれを制約するものではないと書きつつ、あと、そ

ういう条例制定の機運が高まっているという一応現状を記述する形ながら、それを歓迎す

るメッセージともとれるような工夫がされているわけなのですが、もうひと頑張りして、

歓迎されるとか、望まれるとかという書き方を基本方針等に入れることについて、市長会

のお立場あるいは清原委員御自身のお立場としてお考えでしたらいかがかとお聞きしたい。 

○清原委員 このことにつきましては、先ほど来、読み上げていただいた場合にも、地方

分権の趣旨を尊重して努力義務とされたという法制定の経過が御紹介ありました。したが

って、本当に自治体によって障害者の皆様の施策については、もちろん、基本的には法に

基づきながら、それぞれ地域の独自性や個性を持っています。したがって、三鷹市長とし

ては、努力義務とありますけれども、「新たに制定することも制限されることはない」と

いう表現よりも、「新たに制定することも望ましい」としていただくほうが自然かなとは

思います。ただ、この点について全国市長会総会では確認しておりませんので、雰囲気で

申し上げますけれども、私も「制限されることはない」という表現というのはちょっと後

ろ向きかなと思わないわけではありませんので、制定しようとしている自治体が元気づけ

られるためにも、「新たに制定することも望ましい」とか、「望まれている」とか、そう

いう表現でも特に問題はないと考えます。 

○石川委員長 ありがとうございました。同感です。 

 それでは、伊藤委員、お願いします。 

○伊藤委員 伊藤です。 
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 私は先ほどもおっしゃられたので重複するかと思いますけれども、この文章、非常にわ

かりにくいです。全然頭に入ってこないというか、ここは努力してみんな理解したにして

も、一般の国民の方々に理解してもらうためには、わかりやすい文章にする必要があると

思うのです。法律よりもっとわかりやすくしなければならないのだと思うのです。 

 そういう意味では、石川委員長がよくおっしゃっているように、結論を先に書いたらど

うかというような気がして、ずばっとこういうことをしてほしい、こういうことなのだと

言ってから経過その他を書くというようなことにしてはいかがかなという印象を持ってず

っと聞いておりました。なかなか聞いているだけでもついていくのが精いっぱいという感

じでありました。 

 あと１つ質問がございます。この事業者というときに、ここに無報酬の事業を行う者と

か、個人事業者とか、非営利とか社会福祉法人と書いてありますけれども、行政、公共団

体だけでなくて、日本の中で非常に大きな役割を占めているのは、１つは医療だと思うの

ですが、この医療については、何か書くという余地があるのか、それとも、この中に全て

入っているから、医療の人もよく自覚してこういう対応をしてくださいということになる

のか、そこはお考えいただきたいと思います。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございます。 

 それでは、大河内委員、ご準備よろしいでしょうか。 

○大河内委員 大河内です。 

 先ほどは失礼しました。先ほど清原委員が御指摘されていた部分と重なります。８ペー

ジです。Ｖの「２ 相談及び紛争の防止等の為の体制の整備」というところですけれども、

まさに同じところで、その中で「法は、新たな機関は設置せず、既存の機関等の活用・充

実を図ることとしており」と書いております。私は逆で、この新たな機関を設置しないと

いうことがどういうことなのかを御質問したいと思います。 

 というのは、既存の法の中で網羅されていないような障害だったり特性だったりする方

もまだいらっしゃるだろうと思っている中で、新たな機関を設置しないと明記してしまう

ことがどういう影響を及ぼすのかというところがちょっと心配だったものですから、これ

はどういう意図で書かれているかを御質問したいと思います。 

 ２点目、これはどことかかわるわけではないのですけれども、全体を見て、性別に関す

る記述はございましたけれども、女性という言葉が入っていないことは少し気になります。

障害者の差別の問題と同様で、女性障害者の複合差別の問題というのも重要な問題として

取り上げられています。まさに今でも女性障害者に対するいろいろな事件も最近でも起こ

りましたけれども、なかなか声が上げられない、上げにくい複合差別を受けている女性の

障害者の権利だったり、差別解消ということについても、今回の基本方針の中では、性別

に関する記述はございましたけれども、女性という記述がなかったことが若干気になって

いて、何らかの形でその文言を入れられないのかなと個人的には思っております。これは
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意見でございます。 

 以上でございます。 

○石川委員長 ありがとうございます。 

 それでは、花井委員、お願いします。 

○花井委員 何点か意見を述べさせていただきたいと思います。 

 まず、２ページの法的対象範囲の障害者のところです。今、意見が出されたように、私

も障害女性のことが全然触れられていない、ここの委員会の中で以前に問題になったこと

と思っています。この法律が成立したときの参議院の附帯決議の１項のところにそのこと

の記載があります。女性、高齢者や障害児に対する複合的な差別の現状を認識しというふ

うに書かれておりますので、この部分に書くのがいいのかどうか、今ずっと探していたの

ですが、どこでもいいですので記載いただければと思います。 

 ３ページの一番下です。一番下の障害者にその理由を説明するものとするとなっていま

すが、これはでは説明すればいいのかということにもなりかねません。説明し、やはり理

解を求める、あるいは理解を得るというような文言を追加していただければと思います。 

 次に、５ページでございます。５ページの過重な負担の基本的な考え方というところが

ございます。過重な負担の要素については、要素を考慮しと、要素については記載がある

のですが、判断基準については触れられておりません。そのことは判断基準を直ちに記載

するということが現状では困難だということは理解しておりますので、各分野において事

例を収集し、将来的に判断基準をつくるのだというような文言が、そういう方向性を示す

ことはできないだろうかということです。 

 先ほども述べましたように、理由を説明するものとするというところも、理由を説明し、

理解を求めることとするといった文言にしていただければと思います。 

 さらに、ここのところですが、事業主は過重な負担だということであれば合理的配慮を

しなくてもいいということですが、ただ、過重な負担に至らない段階で何らかの合理的配

慮、できるだけそこを配慮するようなことに努めるとするといったことが追加できないだ

ろうか。 

 その障害者の意向を十分尊重し、過重な負担にならない範囲内での合理的配慮を講じる

ものとするというような文言を想定しているのですが、入らないだろうかということでご

ざいます。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 一応これで右側と真ん中の島のほう、御意見、御質問いただきました。そこで、一旦こ

こで、幾つか質問があったので、それを事務局のほうで、今すぐにお答えいただけるもの

についてはお答えいただいて休憩としたいと思います。 

 振り返ってみますと、阿部委員から御質問がありました。川﨑委員も御意見とも言える

し、御質問とも言えると思いますので、ソフト面についてという話がございました。大河
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内委員からも御質問がございました。ほかの委員からも質問がありましたので、加藤参事

官、もし確認が必要であれば確認していただきつつ、お答えいただけますでしょうか。 

○加藤参事官 まず、ハードだけではなくてソフト面ということでございますけれども、

当然、我々もそこは意図してこの記述に努めておるところでございまして、研修でありま

すとか、あと４ページにあります合理的配慮のところにあります具体的な事例のところも

一部段差に板を渡すとかというようなものもございますけれども、あとはむしろどういう

ふうに職員なり事業所が対応したらいいのかということを書いておるところであります。 

 特に下から３つ目の●のところで、障害者から意思の表明がある場合に、双方の建設的

対話を通じた相互理解の中で提供されるべきものであり、代替措置の選択も含めて、可能

な範囲で柔軟に対応することが望ましいということでございまして、ここは何も環境整備

とかそういう物理的なことではなくて、とれる手立てはいろいろあるのだろうということ

で、むしろ対話の中で御相談いただいて工夫していただくのかなと考えているところであ

ります。 

○石川委員長 清原委員からの対応要領の策定時期ですか。 

○加藤参事官 策定時期でございますが、以前、障害者政策委員会のスケジュールの想定

という紙を出したときでございますけれども、下のほうにありますが、基本方針をとにか

く12月上旬を目途に閣議決定をしたいということ、その基本方針を踏まえて行政機関等に

おいて対応要領、主務大臣において対応指針を作成、平成27年夏ごろを目途としてござい

ます。 

 たしか３ページですか、阿部委員のほうから、行政機関がちょうど対象分野のところで

すか。ここはいわゆる労使関係については、行政であってもこの基本方針といいますか、

障害者の雇用の促進法等に関する法律のほうで決着をつけるということであって、行政が

一般の住民の方とかに対するサービスについて相談を受けるとか、そういうことについて

はこの基本方針に係るということでいいのですか。 

○阿部委員 公務員の方も雇用促進法の対象になるのですかといこうとだったのです。 

○厚生労働省障害者雇用対策課 差別禁止につきましては国家公務員及び地方公務員は適

用除外とされ、合理的配慮につきましては国家公務員は適用除外とされ地方公務員には障

害者雇用促進法が直接適用されることが、改正障害者雇用促進法に規定されております。 

○阿部委員 済みません、確認だけだったのは、国家公務員の人は障害者の雇用の促進に

関する法律ではないですよねという確認でした。違うのですね。 

○厚生労働省障害者雇用対策課 そのとおりでございます。 

○石川委員長 あと済みません、段差の渡し板の話がございました。 

○加藤参事官 多分そういう御意見というか出てくるのだろうなと思いながらこれを書い

ておったのです。というのは、ここは書けば書くほどそれしかないのかと思われる、誤解

される。ですから、書きづらいというのが本当のところであります。おっしゃるように、

まさにこういうものも一つの手段なのだけれども、ほかにもいっぱいあるわけで、それは
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その状況に応じて、まさに御相談いただいて、フレキシブルに選んでいただきたいという

のが趣旨でございます。 

○阿部委員 例えば段差に板を渡すとか、スロープをつくるとかと書いていただければも

っと幅広く理解できたのかなと思って質問したところでした。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 あとは、どうぞ。 

○加藤参事官 伊藤委員のおっしゃった、事業者の中に医療関係は入るのかということで

ございます。当然医療は入ります。 

○石川委員長 あと大河内委員から、新たな機関を設置しないということの意味について、

これでいいのかという質問であったのですけれども、これについていかがでしょうか。 

○加藤参事官 ここはまさに法律の解釈といいますか、法律上は特に新たな機関を設置す

るということを目的に書いておりませんので、要は既存のいろいろな相談窓口があるわけ

ですので、そこの中でそれぞれの機能を充実させるなり、対応を充実させるとかというこ

とで、相談機関同士のすき間があいている部分はむしろ今のあるものをきちんと機能させ

ることによってそのすき間を埋めていこうという、そういう趣旨でございまして、新たに

そのすき間のために機関をつくるということは考えていないということでございます。 

○石川委員長 それでは、ちょうど最初に予定していました50分をちょっと超過しました

けれども、ここで一旦休憩を挟みまして、２時55分再開とさせていただきます。 

 

（休  憩） 

 

○石川委員長 それでは、再開いたします。 

 引き続き素案に対しての委員の御意見、御質問をいただきたいと思います。 

 今度は向かって左側と奥の正面の席にいらっしゃる委員の方、御意見、御質問がある方

は挙手をお願いします。覚えやすくていいです。正面向かって加野委員ですか。 

○加野委員 弁護士の加野委員です。 

 ４ページの合理的配慮の●の２つ目、合理的配慮の具体的内容は、障害の特性云々、い

ろんな要素によって異なるものでありというところの要素が幾つか挙げられているところ

ですけれども、この中でまず地域性というところが挙げられているのですけれども、障害

のある人にとってはどこの地域でもできるだけ同じような合理的配慮が受けられることが

望ましいと思いますが、例えば地域、地方自治体によってなかなか負担、財政規模から見

て難しいこととかあるとかということもあるかもしれないのですけれども、事務・事業規

模から見た費用、負担の程度とか、財政、財務状況等と既に挙げられている要素のほかに、

この地域性ということが挙げられている意味というのがどういうところにあるのでしょう

か。地域性ということをほかの要素でカバーできるのではないか、挙げる必要はないので

はないかと考えたものですから、この点が１つ指摘です。 
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 もう一点、同じところで、人的体制上の制約というのもかなり最初のほうに挙げられて

いるのですけれども、差別解消法の趣旨から言って合理的配慮を提供するために体制の整

備といったところも求められているところかなと思いますので、この制約というのが最初

に入っているところが、財政、財務状況とか費用負担の程度とかでなかなか人的なこれ以

上の整備が難しいということはあるのかもしれないのですけれども、過重な負担のところ

で同じように実現困難度ということで人的体制上の制約というのも挙げられているのです

けれども、もう少し合理的配慮のところでは、できる限りのことをやっていこうという感

じで、例えば過重な負担のところで実現困難度と書いてあるところを実現可能性とか、せ

めて前向きな形で表現することができないのかなと。最初から制約、制約と書くのではな

くて、できる限り可能なことをやっていくというようなメッセージが出るような形の表現

にできないのかなと思いました。 

 以上、２点です。 

○石川委員長 １点質問、１点御意見ということでよろしいでしょうか。 

○加野委員 はい。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 では、河井委員、お願いします。 

○河井委員 全肢連の河井です。 

 私のほうからは、意見が１点、質問が１点です。 

 まず初めに質問なのですが、今の加野委員と同じです。地域性という言葉が本当にあち

らこちらに出てきます。５ページの過重な負担のところでも、実現困難度のところに最後

に地域性とありますけれども、このときの地域性は具体的に何を意味しているのかという

のがわかりづらいということがあるので質問です。 

 あと１点意見は、１ページの基本的な考え方の（１）法の考え方で、全ての国民が障害

の有無によって分け隔てられることなく尊重されるというところの部分をもう少し強調し

た表現にできないのかということです。その理由を説明いたします。 

 権利条約にしても、この差別解消法にいたしましても、総合支援法にいたしましても、

障害に係る制度、法律は一般の方はほとんど知らない現状があります。その中で差別解消

法が施行されていろんな配慮を求めたときに、それは何という一般の方からは全くわから

ないものが突然降ってくるような状況になることが考えられます。 

 先日のヒアリングの際に、飲食業のヒアリングの資料の中に、事業者が講ずべき障害を

理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項の好事例の例として挙げられ

ているのですけれども、店舗の入り口などに、障害者の方も気軽に入店できるステッカー

等の添付により入店しやすくするという表現があるのです。これを読んだときに、このス

テッカーがないと障害のある人は気楽に店に入れないのかと。そうではなくて、そのステ

ッカーがあってもなくても全ての店が気楽に入れるべきであるというのが多分権利条約で

あり、差別解消法の趣旨であろうかと思っています。 
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 ここで例えばステッカーを貼るのであれば、店内に段差がありますのでお手伝いが必要

な方は従業員に声をかけてくださいといったステッカーを貼るとかならわかるのです。そ

の辺の、ただ、飲食業の方たちも一生懸命障害者のために何をしたらいいかということを

一生懸命考えておられるという気持ちはすごくよくわかっているのです。その気持ちがあ

るのと、実際に捉え方とのずれがどうしてもどこかにあるので、そのずれというのは具体

的な場面が生じたときに摩擦を起こしてしまうのではないかということを危惧しています。 

 ですので、ここの最初の１ページの表現を、例えば全ての国民は障害の有無によって分

け隔てられることなく相互に人格と個性を尊重し合いながら共生し、社会を構成していま

す。しかしながら、現状では日常生活や社会生活において障害者の活動を制限し、社会へ

の参加を制約している社会的障壁が存在しており、これを取り除くことが重要ですといっ

たような表現に変えたらいかがでしょうかという意見です。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 続きまして、大日方委員、お願いします。 

○大日方委員 私からは８点コメントをさせていただきたいと思います。 

 まず２ページ、IIの「１ 法の対象範囲」の「● 障害者」となっておりますが、ここ

は障害者の家族も対象にすべきと考えております。前回、前々回のヒアリングの意見にも

ありましたけれども、障害を持っている例えばお子さんのいらっしゃる御家族が差別的な

ことを受けるということを聞いておりますので、ここについての範囲の書きぶり、検討し

ていただきたいと思います。 

 ２点目です。３ページの対象の分野という対象分野です。法は障害者の自立と社会参加

にかかわる分野が広く対象となると書いてありますが、ここの自立と社会参加、これは例

えば日常的な買い物等は含まれているのかというところがわかりにくいと感じます。この

自立と社会参加にかかわる分野というのは、むしろ規定してしまう、狭く解釈してしまう

ことにならないように、ここは日常生活や社会全般にかかわる分野というように表記して

いただければありがたいです。 

 同じ３ページの「２ 不当な差別的取扱い」の「（２）正当な理由の判断の視点」とい

うところなのですが、ここを正当な理由の有無については、行政機関等及び事業者等にお

いてと書いております。ここが非常に気になります。ここはそもそも正当な理由の存在と

いうのが事業者及び行政機関等の事情だけで判断されるものなのか。相手方、行政及び事

業者側がその判断権を持つかのように捉えられてしまうことを懸念しております。ここは

当然に障害者自身がこのことによって正当な理由があるかないかということによって失わ

れる権利とか利益の内容、そういったことと、この行政機関及び事業者側の事情というと

ころを比較衡量することが必要だと考えています。 

 ５ページです。過重な負担の基本的な考え方、ここも同じように過重な負担については、

行政機関等及び事業者において個別の事案ごとに判断すると書いておりますが、ここもや
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はり同じような考え方かと感じております。ここも障害当事者の事情または得られなくな

る利益、負担というものと行政、企業側の過重になると言っている負担とを比較して総合

的に判断するべきと解釈していただきたいと思います。 

 ８ページに飛びます。「Ｖ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に

関する重要事項」の「２ 相談及び紛争の防止等のための体制の整備」というところです

が、ここは清原委員からも御意見等もありましたけれども、どのような機関がどんな問題

に対応するのかというところをここでできれば具体的にすべきかなと。紛争解決の手段と

か手続が明確にされていくべきであろうと、そのように考えております。 

 ９ページの「（３）地域住民等に対する啓発活動」、ここで下から２行目、子供のころ

から障害に対する知識・理解を深め、障害の有無にかかわらずともに助け合う精神を涵養

すると書いてありますが、ここはインクルーシブ教育の必要性、一層の推進が必要である

ということをうたっていただきたいと要望いたします。 

 同じく９ページの障害者差別解消支援地域協議会、ここもこの機関がどのような問題に

対応できるのか、その権限を明らかにするべきと考えます。 

 そして、最後にいろいろな委員からもコメントがあったかと思うのですが、障害のある

女性や子供の複合差別について、ぜひどこかで表現していただきたい、このようにお願い

したいと思います。 

 私からのコメントは以上となります。ありがとうございました。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、佐藤委員、お願いします。ほかの委員と同じ御意見については、

一応もしよければ省略していただいて、佐藤委員独自の御意見を追加していただけると幸

いです。 

○佐藤委員 ありがとうございます。DPI日本会議の佐藤です。 

 ５点お願いします。 

 まず１つ目は、３ページのところですけれども、不当な差別的取扱い、ここの（１）の

●のところなのですが、正当な理由なく障害を理由としてと書いていますが、ここに障害

または障害に関連した事由を理由にしてと入れていただきたいと思います。 

 例えば障害に関連することで拒否されるのでいうと、電動車椅子に乗っているとお酒は

売りませんとか、そういうところが実際にあったりとか、盲導犬を使っての入店はだめで

すよという拒否をされる、そういう障害だけではなくて障害に関連することで拒否をされ

るということが実態としてありますので、ぜひ入れていただきたいと思います。 

 ２つ目なのですけれども、この後なのですけれども、財・サービスの提供を拒否・制限

するという後に入れていただきたいのですけれども、同意なしに利用等の場を区別する、

これもいけませんよと入れていただきたいと思います。本人の同意があって初めてそれで

区別、そういうふうにやっていくということです。 

 次は、３点目です。合理的配慮のところです。４ページ目なのですけれども、「（１）
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合理的配慮の基本的な考え方」ですけれども、ここはまず合理的配慮は何かということを

ここに書いていただきたいと思います。それが１つ。 

 ２つ目の点のところなのですけれども、合理的配慮の具体的内容は障害の特性、事務・

事業の目的、内容の機能という後に、人的体制上の制約、物理的、技術的制約といったも

のが書かれています。ここでなのですが、まず合理的配慮というのは２段階で考えるべき

だと思っています。 

 １つ目は、まず何が求められる合理的配慮なのかという、これを明確にすること。その

次に、それを実践するときに負担が過重かどうかということを考える、この２段階で考え

ていくべきだと思います。そういうふうにして見ると、ここの中に書かれていることは、

２番目で考慮するべきものが入って、１番と２番ごちゃごちゃになっています。ですので、

そこを明確に分けて書いていただきたいと思います。これが４つ目ですね。 

 あと５つ目なのですけれども、欠格条項のことが書かれていませんでしたので、それを

ぜひ書いていただきたいと思います。欠格条項に関しては、第３次障害者基本計画で欠格

条項について各制度の趣旨も踏まえ、技術の進展、社会情勢の変化等の必要に応じた見直

しを検討すると書かれておりますので、欠格条項の見直しにかかわる法律や制度の見直し

も検討事項として書き加えていただきたいと思っています。 

 以上、５点なのですけれども、ほかにもぜひ意見を言いたいと思っていることがありま

すので、後日で結構ですので、また文書での意見の御提出をぜひ認めていただきたいと思

います。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。文書での意見提出については、最後に提案とい

うか述べさせていただきます。 

 済みません、確認なのですが、１点目は障害または障害に関連した理由、事由だったで

しょうか。 

○佐藤委員 はい、そうです。 

○石川委員長 ２点目は、財・サービス云々のところで同意なしに利用等の場所を区別し

ないということ。 

○佐藤委員 はい、そうです。 

○石川委員長 ３点目はなんだったでしょうか。 

○佐藤委員 何が合理的配慮かということを３の（１）のところに書くべきだという。 

○石川委員長 基本的な考え方を。４点目は。 

○佐藤委員 ４点目は、そこの同じところ、２段階に分ける。 

○石川委員長 わかりました。５点目が欠格条項。 

○佐藤委員 はい、そうです。 

○石川委員長 わかりました。ありがとうございました。 

 それでは、玉木委員、お願いします。 
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○玉木委員 石川委員長のオーダーに応えられるかどうか不安ですけれども、発言が後の

ほうになるとなかなか言えないところが、隙間を探さないと発言することができませんが

頑張ってみたいと思います。 

 まず、１点目としては、不当な差別の取り扱いの中にも正当な理由がある場合にはとか、

合理的配慮の中にも過重な負担があると認められる場合はということで、それを誰がどの

段階で判断するのかというアウトラインみたいなものをぜひ出しておいてもらわないとだ

めかなと思います。それがないと、双方の折り合いがつかず、結局は紛争解決の仕組みま

で持っていかないと、なにが正当かどうか、なにが過重かどうかということが何もはっき

りとしないかなと思います。 

 前半の中で柘植委員がおっしゃっていた合理的配慮の考え方の中で、意思表明がある場

合はという書きぶりの中で、例えば知的障害の方でコミュニケーション的に意思表明が難

しい方については、支援者、補佐する人も意思表明の中に入れると書いてあるのですが、

この指針を通して見たときに、結局は障害のある人またその周辺の人が意思表明をした場

合に初めてこの機能が動くみたいな見え方でしか、私は今回この指針は読み取れないわけ

です。 

 例えば先ほども発言があったように、合理的配慮はどういうことなのかとか、あとは差

別というのはどういうことなのかということを実は障害のある人自身が気づくとか、これ

は差別ではないのか、これは不当な取り扱いをされているのかなということを気づく機会

というのが実はこの中にはほとんど触れられていない。 

 例えば啓発活動の中には、行政機関職員等の研修とか事業者における研修とか、地域住

民等に対する啓発活動ということが書いてあるけれども、それと同時に障害のある人に対

してもきっちりと、あなた方はこういう権利があって、こういうことをされたら言ってい

いのですよ、こういう扱いをされたら怒っていいのですよという、そういうアプローチが

きっちりとあってこそ、この差別解消法というのが機能していくのではないかと思ってお

ります。 

 あとはなかなか頭がついていっていないのですが、最後に10ページの差別解消に係る施

策の推進に関する重要事項というのにかなり重要なことがここに書いてあるのだと思いま

すけれども、それの（２）の基本方針の対応要領、対応指針の見直しの中で、技術開発を

初め経済・社会情勢の変化は特に合理的配慮の提供について、その内容、程度、負担等に

大きな変化をもたらし得るものであり、ここまで思うのですが、特に負担等に大きな変化

をもたらすみたいな表現があると、結構大変だと、だから見直しをかけていく中で大変だ

と、下手をすれば後方修正というか、やるよと言いながらここは金がかかってくるから次

の見直しでトーンダウンしようとか、そういうふうな読み方をこれはされる怖さがあるの

ですね。だから、そうではなくて、負担も大きくなっていくけれども、それは国家、事業

者も民間も含めて、きっちり負担も受け入れていきながら見直しをかけていくみたいな、

うまいこと言えないけれども、そういうニュアンスの書きぶりにしておいてもらわないと、
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結構負担ということにブレーキがかかるとか、負担はあるけれども、それをみんなでどう

して解消していくか、解決していくかということを今後考えていくということが次の見直

しにつながっていくのではないかなということで、以上、終わります。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、平川委員、お願いします。 

○平川委員 平川です。 

 精神科の立場でお話をさせていただきます。 

 ページは３ページ目の不当な差別的取り扱いのところですが、先日の事業主からのお話

を聞いたときに、正当な理由なく障害を理由として云々のところに関係するお話がありま

した。それは診断書を持ってこいと。この障害が見えにくい精神や知的の障害の場合、診

断書があることが非常に差別を生んでしまうというようなことが発生します。そういう点

で、正当な理由なくというところの判断の視点として、事業主側がそういうルールを勝手

に決めてしまうということは非常に危険であると思います。これは意見です。 

 もう一つ、４ページ目の合理的配慮でございますが、（１）の最初の●の４行目、その

実施に伴う負担が過重でないときは障害者の権利・利益を侵害することにならないよう社

会的障壁の除去の実施について云々と書いてございますが、これは文章の順番が逆のよう

に思います。障害者の権利・利益を侵害することがないように社会的障壁の除去の実施に

ついて、その実施に伴う負担が過重でないときはにしないと、順番を逆にしないと、実施

の負担が過重でないことを前提としたような文章になっているので、その後の先ほど御意

見もありましたが、やはり合理的配慮の本質を誤解されかねないと思いますので、順番を

障害の権利利益を侵害することのないようにというのを前に持ってくるようにお願いした

いと思います。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、山崎委員、お願いします。 

○山崎委員 知的障害福祉協会の山崎です。 

 後になると本当に言うことがなくなって困ったなと。１点だけ意見といいますか、要望

を言わせていただきますと、合理的配慮は何かという定義があったほうがいいのではない

だろうかと思っています。 

 それと、川﨑委員もおっしゃいましたけれども、見えない障害の知的精神の人方にとっ

ての精神的段差といいますでしょうか、ここでいうと身体障害者の人はスロープや板がと

いう、そういったことの具体的な精神的な段差を埋めるべき具体例みたいなものがここに

ぽんとあったほうがうんとわかりやすくなるのかなという気がしています。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、松森委員、お願いします。 
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○松森委員 松森と申します。 

 私はユニバーサルデザインの普及の活動をしております。私からは、４つの意見があり

ます。 

 まず１つ目、３ページ「２ 不当な差別的取扱い」の基本的な考え方について、これは

曖昧さを感じます。例えば障害者権利条約の第２条では、障害に基づく差別の定義には、

政治的、経済的、社会的、文化的、市民的、その他あらゆる分野においてとかなり具体的

に書かれております。そうしたことを考えると、この辺の記述の部分というのはもう少し

定義を踏まえてきちんと確認する必要があると思います。 

 次に２つ目、４ページ目の「３ 合理的配慮」について具体的内容なのですけれども、

ここには当然手話通訳、要約筆記者、リアルタイム文字表記、補聴援助システムなどの利

用が必要です。それらの提供自体が合理的配慮であって、障害者に費用の負担を求めるこ

とのないように基本方針にも規定すべきだと思います。手話通訳等の派遣、設置が事業者

の過度な負担になるとされる場合でも、障害者に手話通訳等の派遣サービスが利用できる

ように、新たな制度や自治体のサービスの活動を制度化させるべきだと思います。 

 次に３つ目、９ページになります。９ページの「４ 障害者差別解消支援地域協議会」

について、障害者が相談をするときのコミュニケーション、意思疎通の保障が必要だと思

います。例えば聴覚障害者が相談したいと思ったときに、手話通訳や要約筆記など、障害

者が負担することのないようにしてほしいということです。 

 最後、４つ目、これは先ほど同じような意見は言わないようにと言われたのですけれど

も、私は障害がある女性であり、子供もいる、子育てをしているという立場からあえて言

わせていただきたいのです。法の対象範囲となる障害者の中で、ここに障害者の家族も入

れてほしいですし、また障害のある女性や性差別についても明記してほしいと思います。 

 私が初めて参加したとき、差別の対象となるのは障害者だけではなくて、一緒にいる家

族も対象となるということを言いました。それからもう一つ、障害者という枠でひとくく

りにするのではなくて、その中で障害のある女性という観点を大切に考えてほしいと述べ

ました。今の社会には障害者への差別に加えて、性による差別が根強くあります。障害が

あり、女性であることは重複した差別を受けることで解決も容易ではありません。このよ

うな状況を複合差別と言うのですけれども、私も聞こえないことで差別体験をすることは

多くあります。そんなとき、自分のことであれば自分だけが我慢をすればいいことなので

すが、母親に障害があることが子供にも影響することもあるのです。それは母親としては

耐えがたいことです。 

 障害の性別に応じて、社会的障壁の除去について、必要かつ合理的な配慮を行うために

は複合差別、障害女性に対する性差別等、障害者差別との複合差別を解消していくことが

必要になります。母親が障害者であることに我が子の教育だとか進学などに影響する、そ

ういう事実があることを受けとめて、この基本方針にもぜひ反映してほしいと思います。 

 以上です。 
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○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、石野委員、お願いします。 

○石野委員 全日本ろうあ連盟の石野です。 

 実は、質問、意見も含めて８点準備したのですが、皆さんから御意見等がでましたので、

重複する部分は削除させていただき、質問は２点、１点は意見ということで３点になりま

す。 

 １つ目、２ページ、障害者手帳を保有している人だとは限らないという書きぶりがあり、

それは当然のことだと思います。つまり、軽度の障害者の方のことを考えると、視覚障害

者の方の中にもやはり軽度の方もたくさんおられる、聴覚障害者も同様です。手帳を所持

しない軽度の障害者を含むかどうかを伺いたい。 

 ２つ目の質問ですが、10ページです。見直しに当たってのことが書いてありますが、障

害者差別解消法について、３年後の見直しということになっております。基本方針に見直

しの時期が特に書いてありませんので、それも伺いたいと思います。 

 意見ですが、全体的なものを拝見しますと、「するものとする」という表記が結構多い

のです。「しなければならない」ということもありますが、この辺、統一性がないように

感じられます。言葉の捉え方についてもあると思いますが、説明するときに「説明するも

の」とする、また、あるいは「公表しなければならない」という文末表記の整理が必要と

感じております。 

 私としては「するもの」とするのではなく、「せねばならない」という言葉が妥当では

ないかと感じております。 

 ２つ目、情報アクセシビリティの考え方ですが、４ページ、５ページ、８ページと３カ

所に情報アクセシビリティという文言が載っていますが、私どもとして受け入れられるも

のと受け入れられない、譲れないものがあります。これは４ページ、合理的配慮の中で筆

談、読み上げ、コミュニケーションがわかりやすく表現を使って説明をする、意思疎通の

工夫という文言があります。これは非常に私としては違和感を持たざるを得ない文章です。

先ほど松森委員からも話がありましたが、筆談だけではないのです。聴覚障害者にとって

は、手話はとても重要なコミュニケーション手段ですから、手話を盛り込んでいただきた

いと考えております。視覚障害者の方も点字や同行援護について同様ではないでしょうか。

その辺は介護者、通訳者等の人的支援を活用するという文を加えていただきたいと思いま

す。 

 最後になりますが、９ページ、障害者差別解消支援地域協議会について、以前、政策委

員会の中で地域協議会のあり方についての議論があったと記憶しております。その中間報

告が、全くそれ以降ありません。障害当事者が地域協議会に参画すべきだと考えておりま

すが、そのことは１つも載っていないので、ぜひとも障害者当事者の地域協議会への参画

について入れていただきたい。 

 以上です。 
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○石川委員長 ありがとうございました。 

 １点確認したいのですが、２つ目に見直し規定がないと御指摘いただいたのですが、そ

れはこの基本方針自体に見直し規定がないのではないかという御指摘だったでしょうか。 

○石野委員 障害者差別解消法については、３年後の見直しということになっております。

これは対応指針については見直し時期の記述がないので、それを伺いたかっただけです。 

○石川委員長 わかりました。これで一応全員、ただし、委員長代理と私はまだ意見を述

べていないですが、三浦委員長代理、時間があるのですが、あるからというわけではござ

いませんが、どうぞ。 

○三浦委員長代理 私が発言したいと思っていたことは全て委員の皆さんから言っていた

だきました。ありがとうございます。 

 野澤委員が遅れて来られましたがよろしいですか。ありがとうございます。 

○石川委員長 わかりました。 

 それでは、委員長ではございますが、私も述べさせていただいてもよろしいでしょうか。

幾つか述べさせていただきます。 

 まず、２ページですけれども、財・サービスの提供拒否とありますけれども、これは狭

いと感じるので、財・サービス及びその他の機会の提供の拒否というように、その他の機

会というのも入れていただくほうが望ましいように思います。 

 それから、障害者に対して正当な理由なく云々かんぬんとあって、その後にまた目的が

正当な場合という記述になっているのですけれども、この最初の正当な理由なくというこ

とで条件を制限する書きぶりを一番最初の文の中に入れてしまうことが適切かどうか。こ

れは削除したほうが、この段落で言いたいことを述べる上で混乱が避けられるのではない

かと思います。 

 つまり、正当な理由があるために差別にならない場合と後半の正当な目的があるために

差別にならない場合は同じなのか、違うのかというような、そういう曖昧さが生じるよう

に思いますので、前半はとにかく一般原則を述べているので、正当な理由云々というとこ

ろは削除したほうがよいと思います。 

 それから、必要かつ合理的な配慮で、ここでも合理的配慮と略すとなっていますが、必

要かつ合理的配慮という文言の意味が権利条約と照らしてどのようなことを意味している

のかというのが不明瞭ではないかと考えています。権利条約を上位法として、そして差別

解消法がその下位法であるならば権利条約準拠ということになるはずなので、そこを整合

性がとれているのだということを基本方針で、差別解消法の表現が若干曖昧な部分を基本

方針で補完して、権利条約準拠であるということを明らかにする必要があると感じていま

して、そのときに必要かつ合理的な配慮には、過重な負担というものが入らない、そうい

う概念なのかどうかということが１点です。 

 いわゆる合理的配慮という言葉は、では、権利条約の合理的配慮と同じ意味で使ってい

るのか、使っていないのか、これもはっきりさせる必要がある。もし同じだとしたら、非
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過重の負担ということも条件として入って合理的配慮が成立するはずなのですけれども、

差別解消法の読み方ですると、もし、必要かつ合理的配慮と素直に読めば過重な負担であ

るかどうかということと関係なくそれは成立するものと読めるように思うのです。そこは

曖昧なので、はっきり基本方針の中でさせないと、もっといろんなところで混乱が生じる

のではないかと感じます。 

 それから、合理的配慮要求における意思の表明プロセスについていろんな議論がありま

したけれども、法の定める合理的配慮には当たらないがとわざわざ念を押しているのです

けれども、これは今度は逆にこう踏み込んでいいのだろうかという疑問があります。 

 少なくとも合理的配慮が必要であるということが明らかな場合は、少なくとも建設的な

対話、合理的配慮を必要としていないでしょうかということを働きかけて、問いかけてい

く、そういう建設的な対話の責任というのはあるのではないかと思います。そういう意味

で、少なくとも合理的配慮には当たらないもののとか、当たらないがというのは削除して

いただきたい、できれば建設的対話の責任が発生するというようなことをうまく表現でき

ないだろうかと思っています。 

 啓発についてなのですけれども、啓発は障害に対する理解のみならず、障害者の人権に

対する理解というのもぜひ入れていただきたいと思います。 

 ざっとですけれども、以上です。 

 ということで、一応一通り皆さん各委員からの意見が出たわけですけれども、きょう御

出席でない委員もいらっしゃいますし、文章できちんと書きぶり、表現を入れて修正提案

をしたい、あるいはしていただきたいとこちらからお願いしたケースもありましたので、

それを水曜日の18時を締め切りとさせていただいて、事務局、メールアドレス等は後でお

伝えするとして、させていただき、次回、27日には各委員からの意見のリストをもとにし

て、委員間での意見交換が必要ではないかと思います。つまり、きょう出た委員の意見一

つ一つが委員会の意見としてコンセンサスが得られるとは限らないということもあります。 

 ということですので、委員会として意見を集約して、そして、素案に対して委員会とし

てさらなる御調整をお願いしたいという、そういう手順でやっていきたいと考えています

が、これについては皆様いかがでしょうか。 

 遠藤委員、どうぞ。 

○遠藤委員 経団連の遠藤と申します。 

 ただ今の委員長の進め方について、いま一度確認させてください。 

 私ども委員にまず提示されたのは素案であります。事実関係としては、きょうはその素

案に基づいてそれぞれの委員が御意見あるいは御質問を出したということです。 

 次回に、素案は素案のままで出てきて、各委員が申し述べてきた意見がぶら下がってい

るという別途資料が出てきて、その各委員の意見について意見交換をするという理解でよ

ろしいでしょうか。 

○石川委員長 私の提案はそうです。 
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○遠藤委員 私は賛成いたします。 

○石川委員長 時間もあるので、きょうの段階で既に御意見が、論点としてここは委員間

で議論が必要なものについて、少し議論ができればいいなとも思っているのですが。 

 そうしましたら、後のほうは質問も何点かあったので、御質問ですぐにお答えできるも

の、あるいは御意見に対してお答えいただけるものについて事務局のほうからお答えいた

だくとしましょうか。 

 振り返ってみるとたくさんありましたので、事務局に丸投げしてよろしいでしょうか。 

○田中企画官 内閣府の田中と申します。 

 まず、加野委員から御指摘がありました合理的配慮の過重な負担における考慮要素とし

て、地域性という言葉を今回案として付しております。これは、例えば地域によっては気

候条件や地形等によって実際に提供できる配慮の選択肢が制限されたり、あるいは広がっ

たりということも考えられ得ることから、そういった点を考慮して地域性というものもこ

こで付しております。 

 障害の程度について、障害者手帳を持っている、持っていないについては、ここでは問

うていない、そういうことになります。軽度の方も含んでいるのかという御質問について

は、軽度の方についてもこちらは含んでおります。 

 それから、石川委員長から御指摘がありました条約における合理的配慮との関係性につ

いてですが、今回、素案の合理的配慮の部分で、「３ 合理的配慮」「（１）合理的配慮

の基本的な考え方」の２つ目の●ですが、合理的配慮の具体的内容は、障害をお持ちの方、

特性、事務・事業の目的等々、その時々の具体的な状況に応じて、選択肢も含めて、内容

も変わってき得るものでありますし、同時に、過重な負担についても、対話を重ねていた

だきまして、例えば、こういうお申し出に対して、これは負担が大変大きいのだけれども、

でも、100％のお答えではないが、90％あるいはほかの選択肢でこういった形ではいかがで

しょうかといったような、そういう対話を通じ、プロセスを経ていただくことが期待され

るという趣旨で書いております。その場の状況を踏まえまして、最終的にこういうことに

しましょうというもの、それをこの法律における合理的配慮とここでは考えております。 

 したがいまして、障害者権利条約第２条の定義で合理的配慮の記述がありますけれども、

その合理的配慮とは特定の場合において必要とされるものであり、かつ均衡を失した、ま

たは過度の負担を課さないものを言うということですので、考慮の結果として均衡を失し

ていない、あるいは過度の負担ではないものが合理的配慮ということになります。石川委

員長がおっしゃったように、この法律においても、同じような考慮プロセス、考慮過程を

経て、合理的配慮ということで実施していくことにするという考え方からこのような素案

にしております。 

○石川委員長 済みません、基本的方針を読んだときに、権利条約における合理的配慮あ

るいは障害者の障害に基づく差別もそうなのですが、それと差別解消法における必要かつ

合理的な配慮及び、いわゆる合理的配慮と不当な差別的取り扱いの概念、言葉の整合性、
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対応関係はこうなっていますということが基本方針にないとさまざまな解釈、さまざまと

いうほどではないですけれども、２つの解釈が併存する形になって混乱を招かないでしょ

うかというのが私の問題提起だったのです。これはたしか加野委員も第１回のときにほぼ

同様の御指摘をいただいたような気がする。 

 加野委員、いかがですか。 

○加野委員 私は、第１回のときに、今の石川委員長が言われたことと同じことを申し上

げました。やはり基本方針の中に合理的配慮は権利条約でいう合理的配慮と同じ概念だと

いうことを明記されたほうがいいと考えております。 

○石川委員長 三浦委員長代理、どうぞ。 

○三浦委員長代理 身障協の三浦です。 

 極めて重要なポイントを今議論いただいていると思うのですけれども、私も同じ意見で

ございます。やはり「３ 合理的配慮」のところには、合理的配慮とは何かということを

まず書いていただきたいと思います。基本方針の素案の説明では、障害者権利条約第２条

にある合理的配慮の定義の前段部分が抜け落ちていて、後段部分の「過度の負担を課さな

い」という箇所から入っているという印象を持ちました。何人かの委員の方々から御発言

いただいた部分です。また、大日方さんからもご指摘のあったとおり、やはり相手がいる

こと、人権に対してどうなのかということが配慮されるべきです。その割には素案の内容

からは、なかなか当事者が見えてこない、むしろ周りの環境側に関して多めに書いてある

という印象が否めません。そのため、障害者権利条約での合理的配慮の定義「他の者との

平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を共有し、また行使することを確保するため

の必要かつ適当な変更と調整」ということがわかるようにどこかに明記していただきたい

と思います。 

○石川委員長 済みません、三浦委員長代理のお考えと私が言っていることは少し違うよ

うな気がするのでちょっと申しますと、過度な負担でありながら合理的配慮というものは

ないというのが権利条約の概念規定、定義だと思うのです。いい悪いはともかくとして、

そういう定義になっていて、それが上位法にあるので、差別解消法の基本方針においても、

それに準拠しなければならないので準拠すべきであるし、だから準拠しているということ

を明記しないといろんな解釈がひとり歩きするのではないでしょうかという意味なのです。

それが当事者にとってプラスになるか、マイナスになるか、あるいはそれ以外のいろんな

どういう効果をもたらすかという話はとりあえず置いておいて、そもそも権利条約という

上位法の下に差別解消法があり、基本方針があるのだから、その整合性をとる記述が必要

だろうというのが私の意見なのです。 

○田中企画官 内閣府の田中でございます。 

 今、委員の先生方からいただきました御指摘を踏まえて文言を検討してまいります。石

川委員長がご指摘されましたが、思考のプロセスとしては条約と同じエッセンスを今回の

素案にも盛り込んでおりますので、条約との関係性が明確になるようしっかりと検討して
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まいりたいと思います。 

○石川委員長 それともう一点、これは事業者の立場で遠藤委員、あるいは学校教育にお

ける合理的配慮ということで柘植委員のお考えもお聞きしたいのですが、先ほど平川委員

のほうから、それぞれの事業者なりあるいは行政が勝手に適格性に関するルールを設けて、

それで合理的配慮の対象範囲を恣意的に区切るのはよくないのできちんとすべきだという、

大変踏み込んだというか、積極的な御提案をいただいたのですが、これについて例えば学

校現場で合理的配慮というのは継続的に提供するものですし、また事業者の立場として遠

藤委員のお考えがあろうかと思うので、もし可能であればということなのですが、柘植委

員あるいは遠藤委員、何かもしそれについて御発言があればいただきたいと思うのですが、

どうでしょうか。 

 遠藤委員、どうぞ。 

○遠藤委員 ありがとうございます。経団連の遠藤と申します。 

 合理的な配慮につきまして、まず、その合理性があるのかないのかの判断を誰がするの

かという御指摘と、合理性の範囲であるとして、では、それに過重な負担が伴うのか、伴

わないのか、誰が判断するのか、これも御指摘いただいたとおりです。その２つのフィル

ターを通った上で、それをどういうふうにやっていくのか。ここに書いてありますように

建設的な相互理解の対話の中で実現していくということになります。 

 外国の事例等を見てまいりますと、サービスそのものを提供していくのは事業者であり、

また今回は行政ということになります。であれば、提供する側が判断する。だけれども、

ここでのポイントは、その判断した内容がどれだけ客観性を担保できるかということであ

ります。判断するのはどちらかと問われれば、行政であり、事業者。その判断した内容が

正しいか、正しくないかの客観性は、行政と事業者が説明責任を果たしなさいというのが

全体の枠組みだということです。 

 これに関連して申し上げさせていただきますと、先ほどから理解を得るという形で、あ

たかもそれがないと達成できない、あるいは満たされないという法律構成をつくることは、

法律上は求められていないと理解しています。もちろん、行政であれ、事業者であれ、相

手方がいることですから、相手方の理解を得るよう努めるということはあるかと思います

けれども、理解を得るという要件にしてしまうことは実務上難しいと思っています。あく

までその仕組みの中でどこまで歩み寄れるかというところをどう担保していくのかという

のが現実的な対応ではないかと理解しています。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 その合理的配慮要求の有資格者の確定作業というか、それについては事業者の立場とし

ては何か逆に御希望というか、事業者は勝手に恣意的に判断するなと言われればそのとお

りだけれども、では、手帳以外、何に頼って事業者は、提供すべき人なのか、そうでない

のかというのを判断するのかについて、事業者のお立場で何かお考えというか、御意見ご

ざいますか。 
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○遠藤委員 ただ今の論点ですが、厚生労働省では、雇用労働分野における対応をどうす

るかという議論をずっとやってまいりました。そのときに、手帳保持者と保持者でない対

象者、その見極めを事業者が行うというのはなかなか困難を伴うであろう。であれば、そ

の見極めの判断材料になるものを公的なサポートのもとでどうやって提示することができ

るのか、これも論点にしてもらえないだろうかということは事業者サイドから申し上げた

という経緯がございます。 

 いずれにしても、その判断基準をどうするか、判断が誤ってしまったら本来提供される

べきものが相手に届かないということになりますので、この判断基準をどう立てるのかと

いうことは重要なポイントであり、実は簡単ではないことを理解するのも必要ではないか

と思います。相手方が何か提示ができないからということだけを持って、その人は障害者

でないと断じてしまうことのリスクも当然負わなければいけないわけですから、現場の中

でサービスの迅速性、適格性を保ちつつ、その判断基準をどう立てるのかというのは論点

として重要だということは理解しているということだけ申し上げておきます。 

○石川委員長 学校現場のほうはいかがですか。 

 柘植先生。 

○柘植委員 先ほど発言したことと少し関連するのですけれども、学校教育では、公立学

校と国立大附属学校と私立学校と３つがあるということです。中学校、高校になると、私

立の比重は高くなるということがございます。 

 努力義務といったときに、例えば先ほど横浜市で全ての幼稚園が私立なのだと言う話を

しました。でも、そこで学んだ子供のほとんどは、公立の小学校へ行くわけです。もしか

したら、中学校は私学に行くかもしれないし、高校は国立大附属に行くかもしれないとい

う一貫的な視点から見たときに、もちろん努力義務ですからそれでいいのですけれども、

その上で最小限ここは努力義務なのだけれども、押さえようねというものがあるのかない

のか。あるのだったら、それをやはり努力義務なのだけれども、押さえていこうねという

ようにしていかないと、ほかの事業の領域とは違って、教育の分野ではどうなのかなとい

うことを感じたわけです。 

 先ほど対応指針を作成していくということなのですけれども、作成して自発的な取り組

みを求めるということなのですけれども、進捗状況をモニターして、それでいいよとか、

ここは足らないのではないかというようなことが議論できるような仕組みがあるといいの

かなということを先ほど発言したわけです。 

 また、教育の細かい話になりますので先ほど発言しなかったのですけれども、学習指導

要領というのは国立大附属であろうと、私学であろうと、公立であろうと全部にカバーす

るものでありますので、ここで書ききれない部分を主務大臣が所管する分野でつくるとき

には、その辺をきちんと書きこんでいただいて、ちぐはぐになったり、一定のところで学

んだ子供、障害のある子供が不利になったりしないようにしていただきたいなと思います。 

 以上です。 
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○石川委員長 ありがとうございました。 

 予定しておりました時間になりましたので、きょうは第１回ということで、先ほど申し

ましたように、きょうの御意見を踏まえ、さらに書面といいますか、メールになるかと思

いますけれども、さらに具体的な修文を入れていただけるとありがたいのですが、御意見

をいただき、それを次回、きょうと同じ素案に各委員の意見を追加した資料を出していた

だいて議論をさらに継続したいと思います。 

 ということで、事務局のほうから。 

 どうぞ。 

○遠藤委員 済みません、先ほど確認したこととただ今委員長が最後におっしゃったこと

が私は必ずしもイコールには聞こえなかったのです。素案自体は素案という形で資料とし

て、次回も出てくるものだと思ったのです。 

○石川委員長 そうです。そう言ったつもりだったのです。 

○遠藤委員 追加されて出てくるということではないという理解でよろしいのですか。 

○石川委員長 素案とは独立に、しかし、素案との関係性はタグ付けした形の資料といっ

たらいいのでしょうか、素案は素案のままです。 

○遠藤委員 そうすると、例えば１つの箇所に複数の意見がある場合については、複数の

意見が別のところに整理されているという理解でよろしいのでしょうか。 

○石川委員長 その辺、内閣府のほうでデータというか、委員の意見の参照方法について

はお任せしたいと思います。わかるように、かつアクセシブルにしていただくことになる

かとは思います。 

○遠藤委員 わかりました。お任せ致します。 

○石川委員長 それでは、事務局のほうから最後にお願いします。 

○加藤参事官 事務局でございます。 

 委員の皆様からの御意見につきましては、各委員の御意見ということで、これは事務局

のお願いですけれども、可能な限り本日の基本方針素案の何ページの何行目のこの部分を

こういう理由でこんなふうに改めたらいかがかというような具体的な修正でありますとか

修文の案をお願いしたいと思っております。 

 恐縮でございますが、意見を出していただくのにつきましては、22日、水曜日の18時を

締め切り厳守ということで、メールまたはファックスで事務局宛てに御提出いただくよう

お願いいたします。メールにつきましては、後でメールアドレスを御連絡いたします。 

 次回でございますが、第17回「障害者政策委員会」につきましては、10月27日月曜日、

来週の月曜日でございますが、13時30分開始を予定しております。２週連続の開催となり

ますが、よろしくお願いいたします。会場は本日と同じく、この第４合同庁舎の220会議室

でございます。この部屋でございます。内容としては、本日の御意見、御議論をまとめた

ものを出して御議論いただければと思っております。 

 以上でございます。 
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○石川委員長 どうぞ。 

○石野委員 石野です。 

 大変申しわけないのですが、来週、政策委員会があることは承知しておりますが、11月

の予定について固まっているようであれば教えていただきたいと思います。きょう、欠席

者も多いので、できるだけ多くの方が集まれるような調整が必要と思います。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 11月の予定は。 

○加藤参事官 次回の御議論を踏まえた上で、また次回お話ししたいと思っております。 

○石川委員長 理屈からいうと、次回、議論して、委員会としての意見を集約するので、

素案についてこういうふうにさらなる改定をしていただいた結果を御報告してまた議論す

るということがどうしても必要になりますので、それが11月かどうかはさておき、基本方

針については来週だけでは終わらないということはほぼ確定したかと思いますので、その

ように御理解いただければと思います。 

 それでは、以上をもちまして本日の「障害者政策委員会」は終了いたします。 

 どうもありがとうございました。 
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